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西澤　希久男

第3章

はじめに
　2019年3月24日，タイで人民代表議会（以下，下院と表記）議員選挙が実施
された。この選挙は，2014年5月に発生したクーデタ後に制定された恒久憲法
である，仏暦2560（西暦2017）年タイ王国憲法（以下，2017年憲法と表記）の
もとで実施された最初の下院議員選挙であった。
　2017年憲法はクーデタによって樹立された軍事政権下において制定された憲
法であり，そこでは，軍事政権が影響力を持ち続けるのと，下院において単独で
勢力を有する政党が生じないような装置が盛り込まれていた。また，新しい憲法
が制定されたにもかかわらず，下院議員選挙がなかなか実施されなかったことも
あり，非常に注目を浴びた選挙であった。
　この選挙の結果，軍事政権の流れをくむ，官民協力（パラン・プラチャーラット）

党が連立政権の樹立に成功し，軍事クーデタの立役者の1人である，プラユット・
チャンオーチャが引き続き首相を務めることとなった。タックシン派の政党であ
るタイ貢献党は，獲得議席数で第一党となり選挙に強いところをみせることはで
きたが，大幅に議席数を減少させ，連立政権樹立までには及ばなかった。2017
年憲法に埋め込んだ装置がなんとか機能したといえる。
　この選挙において，もう1つの注目点は，初めての下院議員選挙に臨んだ「新
未来党」が第3党に躍進したことである。この躍進には，中小規模政党にとって
有利な選挙制度の恩恵を受けたこともあるが，タイの政治がタックシン派と反タ
ックシン派だけで特徴づけることができないことを示しており，両派の争いから
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離れた意見の重要性を示すものであった。
　新未来党の躍進と議会内外での活躍は，タイの支配層が政治闘争において使用
する常套手段である，憲法裁判所による解党判決を招来し，党首をはじめとした
政党幹部の公民権は停止された。しかしながら，この選挙で生まれた新たな政治
の流れは，解党判決により尽き果てるのではなく，王室改革の要求を掲げるなど，
これまでにみられなかった反体制運動へとつながっていった。
　新未来党，その後継政党である前進党の躍進のなかであまり注目されていない
が，同党比例代表選出議員として，2人の障害者が選出された。下院議員として
障害者が選出されるのはタイの憲政史上初めてのことである（Thongkhaw 

2019）。1932年の人民党革命後，1933年11月にタイにおいて初めての国政選
挙が実施されている。途中，軍事政権による統治のため選挙が行われなかった期
間があるとはいえ，下院議員として障害者が選出されるまで80年以上の期間を
要した。これは，タイにおいて，非常に長い間，障害者の政治的活動が実質的に
制限されていたことを示している。
　また，2022年5月22日には，バンコク都知事およびバンコク都議会議員の選
挙が実施された。当該選挙も，軍事政権による統治の影響を受けて，延期を受け
ていたものである。都知事選挙立候補者による選挙活動において，今回特徴的で
あったのは，障害者問題が争点の1つとなっていたことである。これは，大臣経
験を有する有力候補者であり，バンコク都知事に当選した，チャチャート・シテ
ィパンが，都知事選挙が始まる前からも，障害者と共同でバンコクにおける障害
者問題を報告するなどの活動を行い，選挙戦においても改革の論点として障害者
に関係する問題を取り上げていたからである。チャチャートが熱心に障害者問題
を取り上げたのは，家族に障害者がいることが主たる原因と推察されるが，いず
れにせよ，有力候補者が障害者問題を論点として取り上げたため，2022年の都
知事選おいては，障害者問題が注目論点の1つとなった。
　上記のように，2014年のクーデタ後，長らく選挙の実施が望まれるなかで，
初めて実施された2019年の選挙で障害者が初めて選挙によって下院議員として
選出され，2022年の都知事選において障害者問題が注目を浴びたのは，政治に
おける障害者の位置が変化していることを示している。とくに，障害者が初めて
下院議員に選出されたのは大きな変化であり，タイにおける障害者の政治的権利
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の進展を示しているが，タイの障害者率が選挙当時約3％ 1）であったことを考慮
すると，当選者数の点でいまだ不十分であることも表わしている。
　障害者の政治的権利に関連して，考慮すべき重要な要素は，障害者権利条約と
の関係である。タイは障害者権利条約を2007年3月30日に署名し，2008年7
月29日に批准した。タイ政府は，同条約35条により報告義務が課され，その報
告にもとづく審査を2016年に終えている。審査の過程のなかで，障害者権利委
員会は，事前質問において，障害者が政治に参加する権利を制限する法律を廃止
するような，地方，地域，国レベルでの，障害者による政治的権利の行使を保障
するために採用された立法措置について説明することをタイ政府に求めている
（CRPD 2015, para.29）。事前質問に対してタイ政府は，仏暦2546（西暦2003）

年地方議会議員および地方自治体首長選挙に関する規則において，選挙委員会が，
障害者に対して支援し，便宜供与することが求められており，また障害者の政治
参加はあらゆるレベルで振興されており，現在，国家立法議会，国家改革推進評
議会，並びに，県，郡，村レベルでの地方議会において障害者議員がいる旨回答
している（CRPD 2016a, para.65）。タイ政府からの回答を受けて，障害者権利
委員会は，総括所見のなかで，障害者の投票および立候補に関する権利の制限，
投票の秘密を確保する手段の欠落，ならびに，投票手続きにアクセス可能な形態
に関する情報の欠如について憂慮している（CRPD 2016b, para.59）。そして，
委員会は，次のように勧告した。すなわち，政府は，求められる法的能力の復活
を含め，すべての障害者が投票および立候補できるようにし，政治キャンペーン
およびその資料を含め，選挙のすべての段階において完全にアクセスできるよう
にし，また，投票の秘密を尊重した投票行為を確保するために，政治および公的
生活への障害者の参加を制限するすべての法律を改正することを勧告した
（CRPD 2016b, para.60）。
　当該勧告は2016年になされており，勧告後に制定された国政および地方選挙
に関する法律において，同勧告の内容がどのように生かされているか注目される。
そこで，本章では，タイにおける障害者の政治的権利を考察するために，タイに

1）2019年4月1日において，3.01％であった（Kromsongsoemlaephatthanakhunnaphapchiwitkhon
phikan 2019）。



74

おける選挙制度，選挙関係法令の内容について概説するとともに，法令が有する
問題点について，2017年憲法のもとで実施された最初の選挙である2019年下
院議員選挙を題材に，タイにおける障害者の政治的権利の現状と問題点を検討し
たい。　

タイにおける選挙制度の概要1

1-1．国政選挙制度
　すでに述べたように，2017年憲法を制定する際に重要な論点の1つであった
のは選挙制度である。仏暦2540（西暦1997）年タイ王国憲法（以下，1997年憲

法と表記）のもとで生まれたタックシン政権のような，選挙によって絶大な権力
を得る政治勢力を二度と輩出しないことが目的であった。そもそも，1997年憲
法以前においては，単独過半数を獲得する政党がないため，連立政権を樹立する
ことが通常であった。そのため，連立政権を構成する党が党利党略で活動すると，
政権運営が不安定となる問題が指摘されていた。その不安定な状況を解消するた
めの手段として小選挙区制を導入したのだが，逆に長期間にわたる政治的不安定
を招来する結果となったのは皮肉なことである。
　2017年憲法では，元老院議員は任命制となっており，国民によって選挙で選
ばれるのは下院議員のみである。下院議員の定数は500名であり，選挙区制選
出350名，比例代表制選出150名で構成される。
　2017年憲法において導入された選挙制度は世界的に稀なものであり，タイに
おいては「3イン1」と評されている（水上 2019）。この表現は，東南アジア諸国
で普及しているインスタントコーヒーからとったものであるが，有権者の1票に
よって，以下の3つの事項を同時に決定するからである（水上 2019, 20）。今回
導入された「小選挙区比例代表併用制」では，小選挙区の候補者への投票を所属
する政党への投票とみなし，小選挙区の当選者と比例代表の議席数を一挙に決定
する仕組みとなっている。その上，各党が3人までの首相候補名簿を登録して選
挙に臨み，下院定数5％以上の議席を保有する政党の名簿のなかから首相が選出
されるところから，「首相公選」の要素も含まれている。
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　また，小選挙区の候補者への投票を所属する政党への投票とみなしている以上，
選挙区制に立候補するためには，所属する政党に指名される必要がある（2017

年憲法87条1項）ため，政党に所属することなく立候補することは認められてい
ない。
　しかしながら，この制度は2019年の選挙だけで改正されることとなった。まず，
選挙区選出議員数が400人，比例代表制選出議員数が100名となった。さらに，
1票によって，小選挙区と所属政党への投票とみなしていたが，選挙区と比例区
ごとに投票することとなった。投票用紙が選挙区と比例区とで別になったにもか
かわらず，政党所属要件を定めた87条は改正されなかったため，小選挙区で立
候補するためには，政党に所属する必要がある。

1-2．地方選挙制度
　タイにおける地方選挙は，2つの系統が存在する。まず，第1のものは，地方
行政系統のものであり，第2のものは，地方自治系統のものである。

（1）地方行政系統における選挙

　地方行政制度は，19世紀末のテーサーピバーン（州県）制に始まる。このテー
サーピバーン制は，初代内務大臣のダムロン親王が実施した新しい地方行政制度
であり，領土保全と国家統治の安定化のために国王中心の中央集権的な地方統治
をめざしていた（橋本 1999, 5）。
　現在，地方行政は，県や郡において実施されている行政を指し，県知事や郡長
は中央の内務省から派遣されている。県庁や郡役所には中央省庁局の出先機関が
設置されて，寄せ集めの感を示しているが，県知事と郡長がこれら各省庁局から
派遣される官僚を県と郡の各レベルで指揮監督することになっている（永井 

2008, 119）。指揮監督の点からみると，後述する地方自治に対して管理責任を行
い，県知事や郡長は，地方自治体の条例，予算，開発計画の承認や，首長，議員
の罷免，自治体議会の解散にも関与する（永井 2008, 120）。地方行政と地方自治
は，完全に独立して存在しているのではなく，地方行政の影響から逃れられない
構造となっている。
　この地方行政においては，県知事や郡長は内務省から派遣されているが，郡の
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下位レベルの行政区画のタムボン，その下のレベルである村の長は地元の者が就
任する。村長は村人の選挙によって直接選ばれる（仏暦2457（西暦1914）年地方

行政法11-13条。以下，1914年地方行政法と表記）が，タムボンの長であるカムナ
ンは，村長のなかから郡長によって選ばれる（30条）。村長とカムナンは，選挙
を通じて選出されているところから住民代表という性格を有するが，他方，手当
は内務省から支給され，中央政府の指示を住民に連絡したり，住民登録や治安維
持の役割を果たすなど，中央政府の代理人としての性格を併せ持つ存在である（永

井 2008, 122）。

（2）地方自治系統における選挙

　地方自治は，地方行政とは別系統のものである。歴史的にみると，タイにおい
て地方自治体が初めて設置されたのは1935年のことであり，都市域にテーサバ
ーン（市・町）が設置されることに始まる。ついで1952年にテーサバーンに次
ぐ準都市域に衛生区が設置され，1955年には，残りの農村地域に，県自治体が
設置された（永井 2008, 123）。地方行政と異なる系統として地方自治体が設置さ
れるが，地方行政ラインに属する県知事や郡長等が，自治体の役職を兼務するな
どしており，地方自治ラインに法制度的に関与できる融合型地方自治制度が採用
されている（永井 2008, 124）。この融合型地方自治制度に対しては，1997年憲
法285条を根拠に改革が行われ，内務官僚，カムナン等が地方自治体の決定や
執行に直接かかわることはなくなった（永井 2008, 126）。また，2003年には，
県自治体，テーサバーン，タムボン自治体すべてにおいて，首長直接公選制が導
入された。
　現在，各自治体は，それぞれの設置法にもとづいて設置されている。地方行政
の県に相当するものとして，県自治体が存在する。こちらは，仏暦2540（西暦

1997）年県自治体法が設置法である。
　県自治体の下には，テーサバーンがあり，こちらはさらに，テーサバーン・ナ
コーン（特別市），テーサバーン・ムアン（市），テーサバーン・タムボン（町）

の3つに分けられる。設置法は，仏暦2496（西暦1953）年テーサバーン法である。
テーサバーンの下に存するものとして，タムボン自治体がある。こちらの設置法
は，仏暦2537（西暦1994）年タムボン議会およびタムボン自治体法である。こ
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のように，タイでは，以下に掲げる例外を除き，県――テーサバーン――タムボ
ン自治体の3段階で自治体は構成されている。
　その他，特別市として，バンコク都，パッタヤー特別市がある。バンコク都は，
1971年にバンコク県，バンコク特別市など2県2市を合併し大バンコク県となり，
その後1975年に法律により，「都」として正式に発足した（橋本 1999, 14）。現
在の設置法は仏暦2528（西暦1985）年バンコク都行政組織法である。パッタヤ
ー特別市は，1978年に設置された際は，アメリカでみられる「市支配人」制を
導入して，契約によって雇用された「市助役」（任期4年）に行政実務が委ねられ
るという特別な自治の形態をとっていた（橋本 1999, 16）。現在は，その制度を
廃止し，選挙で選出される市長が行政を担っている。現在の設置法は，仏暦
2542（西暦1999）年パッタヤー特別市行政組織法である。
　上記の自治体においては，議会議員および首長が選挙によって選出されている。

タイにおける障害者の政治的権利
――選挙に関する法令の観点から――

2

2-1．国政選挙実施以前の選挙権
　現在，選挙権の行使に関する欠格事由として，心神喪失，心神耗弱といった精
神上の障害が規定されているが，歴史的にみると，欠格事由として精神上の障害
が規定されるようになったのは，国政選挙が実施されるようになってからである。
　タイにおいて一般国民が選挙に関与できるのは，現在，国政と地方の両方であ
り，歴史的にみると，地方選挙の方が早く実施されていた。
　中央集権的な地方統治の性格を有するため，州長官や県知事などは中央から派
遣されてきたが，最も住民に近い村長は住民によって選出され，村の上の行政単
位であるタムボンの長（カムナン）は村長の互選によって選出された（ラッタナ

コーシン暦116（西暦1897）年地方行政法（以下，1897年地方行政法と表記））。こ
の選出方法は，現行法である1914年地方行政法においても同様である。途中，
カムナンの選出方法が変更され，村長のなかから住民が選出する方法に変更され
た時期もあったが，2008年の改正により，当初のような村長の互選方式が再度
採用された。
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　1897年地方行政法における村長の選出方法は，村に居住する男女が集まって
家主から村長を選ぶ，と定められている（9条）。ここから，選挙権は村に居住す
る者，被選挙権はそれに加えて21歳以上の男性家主である（10条）といえる。
　続く1914年地方行政法では，選挙権者を，シャム王国支配域内の20歳以上
の男女とする（11条）。被選挙権者は，11条の要件に加えて，使用者または被用
者ではなく，かつ兵役中ではない，家主の男性とする（12条）。
　1897年地方行政法と比べて選挙権について年齢要件が追加されているが，両
法ともに障害にもとづく欠格事由は規定されていない。タイで障害に関する欠格
事由が規定されるのは，仏暦2475（西暦1932）年シャム王国暫定統治憲章（以下，

1932年暫定統治憲章と表記）が初めてである。1932年暫定統治憲章が，国政選
挙における選挙権を国民に初めて認めたが，そこで同時に欠格事由として精神上
の障害も規定された。これ以降現在まで，精神上の障害については，国政選挙，
地方選挙双方において継続して欠格事由となっている。
　このように，選挙権行使の欠格事由として現在，精神上の障害が挙げられてい
るが，それは，歴史的にみると，選挙権が付与された当初から当然のように定め
られていたわけではなかった。日本民法の影響を受けた無能力者制度を規定した
民商法典第1編が施行されたのは，1926年のことであり，近代法の導入が，能
力制度に関係する精神上の障害を欠格事由として導入したことにつながったと考
えられる。
　それでは，以下において，国政選挙と地方選挙に分けて，障害者の政治的権利
に関して法令がどのように規定しているか検討していく。
　
2-2．�国政選挙における障害者の政治的権利
	 ――2018年下院議員選挙法と関係法令における障害者の政治的権利――

　次節において分析する2019年3月に実施された国政選挙である下院議員選挙
において適用された法律は，2017憲法にもとづいて定められた2018年下院議
員選挙法である。同報において，選挙権は，以下のとおりとなっている（31条）。

（1） タイ国籍を有する。ただし，国籍変更によりタイ国籍を取得した者は，
タイ国籍を取得してから5年以上が経過していなければならない。
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（2）選挙実施日に満18歳以上である。
（3）選挙実施日まで90日間以上選挙区の住民登録簿に氏名が登録されている。

　選挙権の行使が禁止されている，いわゆる欠格事由として定められているのは，
以下のとおりである（32条）。

（1） 僧侶，沙彌，修行者または出家者。
（2） 最終的な決定であるかいなかにかかわらず，選挙権取消中の者。
（3） 裁判所の令状または法的な命令により拘禁中の者。
（4） 心神喪失または心神耗弱にある者。

　次に被選挙権は以下のとおりである（41条）。

（1） 出生によるタイ国籍を有する（1号）。
（2） 選挙実施日に満25歳以上である（2号）。
（3） 選挙実施日まで90日間以上継続して，いずれか1つの政党の党員である。

ただし，下院の解散により総選挙が実施される場合は，90日間の期間を30
日間に短縮する（3号）。

　
　その他，選挙区制に立候補する場合においては，特別要件が存在する（4号）。
すなわち，以下に掲げる要件のいずれかを満たす必要がある。

（ア）立候補申請する日まで継続して5年以上選挙区のある県の住民登録簿に
氏名が登録されている。

（イ）立候補する県において出生した。
（ウ）立候補する県における教育機関において継続して5年間教育を受けた。
（エ）継続して5年間，国家機関において公務員であった，もしくは公務に就

いていた，または立候補する県の住民登録簿に氏名が登録されていた。
　
　被選挙権の欠格事由は多数に上り，21項目にわたっている（42条）。この多く
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は，汚職を防止するために設けられたものである 2）。政治家による汚職の深刻さ
を示すものといえる。障害に関するものとしては，心神喪失または心神耗弱にあ
る者が欠格事由として規定されている（同条4号）。
　2018年下院議員選挙法には，障害者に対する便宜供与に関する規定が存在する。
92条によると，選挙委員会または選挙委員会から委任を受けた者は，障害者，
身体的弱者，高齢者が投票するための特別の便宜を提供するか，または，地区選
挙委員会の監督の下で投票支援を行うとする（1項）。当該の投票支援は，原則と
して，当該障害者等の意思に従い，自身によって投票できる者に限定される。し
かし，例外として，身体的な理由で符号を記入することができない者については，
本人の同意および意思にもとづき，地区選挙委員またはその他の者が代理して投
票することができる（同）。タイでは，投票の際，候補者氏名を記載するのでは
なく，候補者氏名の横に欄が設けてあり，そこに符号を記入することとなってい
る。そして，当該投票は，直接かつ秘密投票とみなされる（同）。また，選挙委
員会が相当と考えた場合は，障害者等向けの中央投票所を設置することができる
（2項）。
　上記の代理投票および中央投票所が初めて認められるようになったのは，仏暦
2559（西暦2016）年憲法草案国民投票に関する法律（以下，2018年国民投票法と

表記）（39条）からであり，下院議員選挙においては2018年下院議員選挙法が初
めて規定した。
　便宜供与の具体的な内容については，仏暦2561（西暦2018）年人民代表議会
議員選挙に関する選挙委員会規則（以下，2018年選挙委員会規則と表記）に若干
の規定が存在する。同規則においては，投票ブースの設置の際に障害者等のこと
を考慮すること（52条2項），2018年下院議員選挙法92条にもとづき，障害者，
身体的弱者，高齢者のための中央投票所（以下，障害者等用中央投票所と表記）を
設置できること（2018年選挙委員会規則55条1項3号），投票所周辺における便宜
供与について，とくに障害者等を考慮して行うこと（130条1項1号），2018年

2）現在，問題視されているのが，破産者を被選挙権の欠格事由とすることである。破産者となってし
まうと，被選挙権の欠格事由に当たるのみならず，公務員の欠格事由にも該当するために，関心が集
まっている。これらの問題については，Naphatsisakun （2010）; Praditvitthaya（2006）を参照。
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下院議員選挙法92条にもとづく投票の際の便宜供与，支援，代理投票（141条）

について規定されている。
　2018年下院議員選挙法により，下院議員選挙において初めて代理投票が認め
られたが，代理人が可能なのは，本人の意思に従って符号を記載するところまで
であり，投函行為は本人が行わなければならない（2018年下院議員選挙法93条）。
この代理投票制度については，立法段階において，憲法違反の可能性があるとの
疑義が出された。すなわち，直接・秘密投票を定める2017年憲法85条に違反
するというものである。しかしながら，憲法裁判所仏暦2561（西暦2018）年3
号判決により合憲であることが確認され，代理投票制度は，その後の立法におい
ても維持されている。

2-3．�地方選挙における障害者の政治的権利
――1914年地方行政法，2019年地方議会議員または地方自治体首長
選挙法と関係法令における障害者の政治的権利――

　（1）地方行政

　地方行政においては，県知事，郡長，カムナン，村長のうち，現在，村長のみ
が住民による選挙によって選ばれている。県知事，郡長は内務省から派遣されて
おり，カムナンは村長の互選により候補者が選出され，郡長によって選ばれる
（1914年地方行政法30条1項）。
　村長選挙における選挙権は，タイ国籍を有する，選挙が実施される年の1月1
日時点で18歳以上の者で（1914年地方行政法11条1号），村に住所または常居所
を有し，選挙日まで継続して3カ月以上人民登録法に関する法律にもとづいて人
民登録をしている者（同条4号）に認められる。欠格事由は少なく，僧侶，沙彌，
修行者または出家者（同条2号），心神喪失または心神耗弱の者（同条3号）とな
っている。
　被選挙権については，出生のタイ国籍を有する，選挙日に25歳以上の者であ
り（12条1号，2号），村に住所または常居所を有し，選挙日まで継続して2年以
上人民登録法に関する法律にもとづいて人民登録をし，生業を営む者（同条3号）

で，かつ憲法が定める行政を真に支持する者（同条4号）である。単に書類上の
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住民ではなく，実際に居住していることが求められている。
　欠格事由は選挙権より多数の事由が規定されており，11項目にわたっている。
障害に関する事由としては，職務を実行することができない程度の身体障害を有
する，または心神喪失もしくは心神耗弱の者が挙げられている（同条6号）。被選
挙権においては，精神上の障害に加え，身体上の障害についても規定されている
ところが異なっている。
　選挙権行使に際しての障害者に対する便宜供与について，村長選挙委員会によ
る，障害者または高齢者に対する支援および便宜供与による投票は，直接かつ秘
密である（仏暦2551（西暦2018）年村長選挙に関する内務省規則59条）としてい
るところから，便宜供与について考慮していることがわかる。
　
　（2）地方自治

　地方自治体の設置法は各々異なるが，各自治体の議会議員および首長を選出す
る選挙手続きについては，共通して規律する法律がある。それは，仏暦2562（西

暦2019）年地方議会議員および地方自治体首長選挙法（以下，2019年地方選挙法

と表記）である。そこでは，選挙権，被選挙権について各自治体選挙に共通する
要件を定めている。
　選挙権について，以下のように定めている（38条）。

（1）タイ国籍を有する。ただし，帰化により取得した者は，5年以上経過し
ていなければならない。

（2）投票日に満18歳以上であること。
（3）投票日までに1年以上選挙区の住民登録に氏名を登録済みであり，かつ
（4）地方自治体を設置する法律が定める他の要件を満たすこと。

　
　選挙権行使の欠格事由として定められているのは，以下のとおりである（39条）。
　

（1）僧侶，沙彌，修行者または出家者。
（2）最終的な決定であるかいなかにかかわらず，選挙権取消中の者。
（3）裁判所の令状または法的な命令により拘禁中の者。
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（4）心神喪失または心神耗弱にある者。
（5）地方自治体を設置する法律が定める他の事由が存在すること。

　次に被選挙権について，以下のように定めている（49条）。

（1）出生のタイ国籍。
（2）地方議会議員の場合は投票日において満25歳以上，自治体首長について

は，地方自治体を設置する法律が定める年齢。
（3）立候補日までに1年以上立候補する選挙区の住民登録に登録済みである

こと。
（4）地方自治体を設置する法律が定める他の要件を満たすこと。

　
　被選挙権行使の欠格事由は，26項目にわたって定められている（50条）。障害
に関する事由は，心神喪失または心神耗弱の者がそれにあたる（同条4号により

39条4号を準用）。
　選挙権行使に際しての障害者に対する便宜供与については，まず，投票所に関
連して，投票ブースの設置について，障害者等について考慮するように規定して
いる（仏暦2562（西暦2019）年地方議会および地方自治体首長選挙に関する選挙委

員会規則（以下，2019年選挙委員会規則と表記）21条）。
　投票日における便宜供与において，とくに考慮する者として，障害者等が明示
されている（2019年選挙委員会規則141条1項1号）。投票行動自体に対する便宜
供与については，下院議員選挙について定めた2018年下院議員選挙法92条1項
に規定されているものとほぼ同様である。そのため，地区選挙委員会は，障害者
等が投票するために特別の便宜を提供するか，または，地区選挙委員会の監督の
もとでの投票支援を行うとする（2019年選挙委員会規則153条）。当該の投票支援
は，原則として，当該障害者の意思に従い，自身によって投票できる者に限定さ
れる。しかし，例外として，身体的な理由で符号を記入することができない者に
ついては，本人の同意および意思にもとづき，選挙委員会地区委員または親族も
しくは信頼できる者が代理して投票することができる（同）。そして，当該投票は，
直接かつ秘密投票とみなされる（同）。2018年下院議員選挙法では，「他の者」
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とのみ規定があったが，2019年選挙委員会規則では，親族または信頼できる者
という表現に変更されており，要件が明確化された。
　代理投票における代理人が行うことができる範囲については，2018年下院議
員選挙法とは異なっている。すなわち，地区選挙委員会委員は，選挙権者の面前
において，投票用紙の投函を代理して行うことができるとする（2019年地方選挙

法83条）。
　障害者等向けの中央投票所については，選挙委員会が適切と考えた場合，地方
自治体の選挙においても設置が可能となっている（2019年地方選挙法82条2項）。
　
2-4．小結

　現在，国政および地方選挙の双方において共通して定められている，障害に関
する欠格事由は，精神上のもの，つまり，心神喪失または心神耗弱の状態にある
者である。この事由が存在すると，選挙権および被選挙権の行使が認められてい
ない。この事由は，憲法，法律，規則の段階に定められているが，実際にどのよ
うに判断するかについての規定が，管見のかぎり，見当たらない。当該規定が障
害者の権利侵害に当たるのではないかと主張するThongkhaw（2019）自身も，
具体的な手続き規定については明らかにしていない。さらに，心神喪失または心
神耗弱については，民商法典のテキストや無能力者命令に関する判例を引用して
おり，他の研究者と同様の説明となっている。また，裁判官であるPhaotemは，
地方自治体選挙に関する訴訟を解説する書籍のなかで，無能力者命令が裁判所に
よって発出されている場合には，心神喪失に当たるとしている（Phaotem 2021, 

150）。もし，命令が出されていない場合においては，心神喪失等の状態にある
か否かを判断しなければならないとする（Phaotem 2021, 150）。このように，
命令が発出されている場合には心神喪失または心神耗弱に当たるとしており，無
能力者命令または準無能力者命令を使用して判断していることが窺える。命令が
発出されていない場合には，独自に判断する必要があるが，誰が，どこで，どの
ように判断するのかが不明である。
　被選挙権の欠格事由で注目されるのは，地方行政法のものとその他法律のもの
とで異なる点であり，地方行政法のみが，身体上の障害について規定している。
下院議員，地方議会議員，地方自治体首長のすべてにおいて身体上の障害に関す
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る事由が規定されていないのに，村長には規定されている。地方行政系統の場合，
県知事，郡長は内務省から派遣されるが，国家公務員の欠格事由には，2008年
以降，身体上の障害に関する事由は定められていない。そうなると，村長の欠格
事由として身体上の障害が依然として規定されているのは，その他との間で整合
性が欠けており，改正が放置されていることが疑われる。
　障害者等に対する便宜供与については，2018年下院議員選挙法および2019
年地方選挙法に定めがある。そして，それらの法律内容を施行するための規則に
も規定されているが，実際には便宜供与については上位法の規定内容を繰り返し
たり，「考慮する」といった文言があるだけで詳細な規定が存在せず，どのよう
な便宜が供与されるかがはっきりとしていない問題がある。
　便宜供与の内容が不明な点があるが，2018年下院議員選挙法および2019年
地方選挙法により，新たに代理投票および中央投票所の設置を認めており，便宜
供与の内容に進展がみられる。当該制度は，2016年国民投票法から採用されて
いるが，草案の政府提案時においては，中央投票所の設置のみが規定されており，
代理投票については規定されていなかった（草案36条。Samnaknganlekathikans

aphanitibanyathaengchat 2016a）。代理投票については，第一読会において，
障害当事者である，モンティアン・ブンタン国家立法議会議員から権利の実質化
を果たす上で導入の必要性が主張され，その主張を受けて代理投票制が導入され
た（Samnaknganlekathikansaphanitibanyathaengchat 2016b, 23）。2016年国
民投票法において障害者の選挙権行使の実質化が図られたのは，政府単独による
ものではなく，議会での審議の結果であり，議会の役割を無視することができな
い。結果として，選挙権行使の実質化という点で，障害者権利条約が求める方向
への改正が進められているが，政府の積極的な対応の結果ではなかった。
　2016年国民投票法から導入された代理投票について，その代理投票の範囲が，
2018年下院議員選挙法と2018年地方選挙において異なっている。2018年下院
議員選挙法では，いわゆる「ラストタッチ」の原則が採用されており，投票支援
を行う者は，投函まで認めてられておらず，障害者本人が投函しなければならな
い。しかし，2019年地方選挙法においては，「ラストタッチ」の原則は採用さ
れておらず，代理投函を行う者は地区選挙委員会委員に限定されているとはいえ，
障害者本人に代わって投函することが可能となっている。2019年3月の下院議
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員選挙が実施される前の段階の草案においても「ラストタッチ」の原則は採用さ
れていない。
　その他，留意しなければならないのが，選挙権行使義務免除についてである。
タイでは，国民の義務として投票権の行使が定められている（2017年憲法50条7

号）。それゆえ，正当な理由なくして投票権の行使をしなかった場合，被選挙権
や政治的な一部役職の就任を制限される（2018年下院議院選挙法35条，2019年

地方選挙法42条）。このような権利制限を回避するためには，正当な理由を付し
て申請をする必要がある。正当な理由として定められているものとして，海外旅
行や喫緊の事情により遠隔地に行かなければならない者，居所が選挙区から100
キロメートル以上離れているなどの物理的な距離が存在する場合，傷病により投
票できない者等のほかに，投票権行使に行くことができない障害者，身体的弱者
または高齢者が存在する（2018年下院議員選挙規則60条，2019年地方選挙規則65

条）。 正当事由のなかに障害者であることが含まれているため，投票所職員が障
害者に対して投票所等での便宜供与の提供を避けるための口実として悪用される
可能性が懸念される。

タイにおける障害者の投票権行使の現状と問題点3

　権利が法令上保障されていたとしても，実際の場面でそれが保障されていない
ことは多い。タイもそのような問題を抱えている国といえる。それゆえ，実際に
どのように法令が運用されているのかを検討することは重要となる。
　障害者権利委員会の勧告後に制定された選挙法令が適用された選挙は，2019
年3月の下院議員選挙，2020年12月の県自治体，2021年3月にはテーサバーン，
2021年11月にはタムボン自治体，2022年5月にはバンコクおよびパッタヤー
特別市，2023年5月には下院議員選挙が実施された。このうち，2019年3月に
実施された下院議員選挙については，軍事クーデタ後初めて実施される選挙とい
うことで大変注目を浴びた。それゆえ，この選挙に関しては，障害者の視点から
論じたものがいくつか存在する。そこで，以下では，それらに業績にもとづきな
がら，2019年3月の下院議員選挙において障害者の投票権の行使がどのように
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保障され，どのような問題が存在していたのかを検討する。
　障害者による投票権へのアクセスについて，Thongkhaw （2019）は，①投票
日前，②投票日当日，③投票日後の3つにわけて検討しているが，以下ではそれ
にならい各期における問題点を挙げた上で，考察を行う。

3-1．投票日前
　投票日前においては，情報提供の問題に焦点を当てている。まず，この問題に
ついて，法律上の具体的な定めがないことを問題視している（Thongkhaw 2019, 

123; Mimakbang 2021, 78）。そのため，情報にアクセスできない場合や，でき
ても不十分な場合があるとする（Thongkhaw 2019, 123; Mimakbang 2021, 78）。
　具体的な定めがない状態において選挙委員会，各政党は広報活動を行っている
が，そのなかで問題として指摘されているのが，QR Codeの活用についてである。
　タイの選挙では，日本で行われているような，公的に設置されたポスター掲示
場所にポスター掲示を限定する方法と異なり，街中で選挙ポスター添付，看板設
置が行われる。選挙看板の設置場所については，「仏暦2561（西暦2018）年人
民代表議会議員選挙に関する掲示物および看板の設置場所にかかわる規則および
方法についての選挙委員会布告」が規律している。同布告によると，看板を設置
できる場所として，公道の脇，公共地，または適当と考えられる国家のその他公
共場所といった，公共場所の近辺が挙げられている（9条）3）。この選挙看板に近
年QR Codeが付されるようになっている。QR Codeは，情報へのアクセスを
容易にすることが可能となるので，使い方によっては選挙情報の発信において有
効なツールとなる。2019年の選挙においても利用されているが，QR Code掲
載の基準はなく，どこに掲示されているか決まっていないため，視覚障害を有す
る 者 に と っ て は 利 用 し に く い も の と な っ て い る こ と が 指 摘 さ れ て い る

3）	選挙看板の設置については，2022年5月に実施されたバンコク都知事およびバンコク都議会
選挙において問題となった。道路を占拠するような大きな看板が代名詞となっていたタイの選挙であ
るが，この大きな看板に対する不平がSNS上で支持を得るなどしたため，各候補者は，小ぶりの選挙
看板に取り替えるように努めた（Marukatat 2022）。その結果，以前の選挙に比べて，往来がしや
すくなる場所が増えたが，選挙看板を交換しなかった候補者もいたため，一部地域においては，以前
と同様の問題が生じていた。
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（Thongkhaw 2019, 128-29）。
　選挙活動においては，特別な場合を除いて，ラジオまたはテレビによるものが
禁止されている（2018年下院議員選挙法69条）。ラジオまたはテレビによる選挙
活動が認められるのは，2018年下院議員選挙法81条にもとづく場合だけである。
同規定にもとづく政見放送については，施行細則が出されているが（仏暦2561（西

暦2018年）下院議員選挙における選挙活動広報についての原則および方法に関する選

挙委員会規則），同規則には時間等の規定はあるものの，手話通訳などの障害者対
応については規定されていない。
　ラジオまたはテレビによる選挙活動が制限されている一方，インターネットを
利用した選挙活動は認められている（2018年下院議員選挙法70条）。映像メディ
アを利用した選挙公報が行われているが，その際，手話が付されていない場合も
多く，聴覚障害者の選挙情報へのアクセスを難しくしている。

3-2．投票日当日
　次に，投票日における問題，実際の投票に関係する問題である。これには期日
前投票の問題も含まれる。
　まず，障害者等用中央投票所の問題がある。障害者等用中央投票所は，国政選
挙においては初めて設置されるものである。こちらは，選挙管理委員会が相当と
考えた際に設置される特別な投票所であるが，2019年の選挙においては，全国
で10カ所しか設置されず，登録者数は846人のみである（Thongkhaw 2019, 

143-44）。障害者等用中央投票所が設置された10カ所は，病院，障害者関連施設，
高齢者関連施設で占められ，当初から設備が揃っているところに限定されている。
当該施設を利用している者にとっては便利であるが，利用していない者にとって
は，自分で移動する必要があるので不便である（Thongkhaw 2019, 145）。また，
全国で10カ所と非常に少ない上に，障害者の60％以上が居住する，北部，東北
部において，障害者等用中央投票所が各地域に1つしか設置されておらず，設置
地域の偏在についても問題がある（Mimakbang 2021, 79）。
　障害者等用中央投票所の設置が限定されている以上，障害者は通常の投票所を
利用することとなる。一般投票所の設置基準は，一投票所あたり有権者1000人
となっている。しかし，利便性や安全性を考慮して適切と考えられる場合には，
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1000人という基準にとらわれずに，一投票所あたりの有権者数の増減が可能と
なっている（2018年下院議員選挙規則49条2号）。基準としては柔軟化されてい
るが，1000人という基準で考えると，地方では，否応なしに投票所の数が少な
くなってしまう。また，地方は公共交通機関が発達していないため，非障害者に
比べて移動が困難である障害者がより一層投票権を行使するのが困難となってし
まう（Mimakbang 2021, 79）。この問題の解決のために，すでに在外投票におい
て実績のある，郵便投票を認めるべきであるという提案が出されている
（Mimakbang 2021, 80)。
　障害者が投票する際の便宜供与についてであるが，Citpenthom （2019）は，
期日前投票での出来事を報道している。それによると，ある視覚障害者が投票に
行った際，投票用紙の上に重ねる点字カバーを受け取ったが，実際の投票用紙と
適合しないものであったり，他の視覚障害者の場合は，点字カバーを要求したが，
そもそも準備されていなかったという。他の投票所において配布された点字カバ
ーがどのような仕様であったかは不明であるが，投票表紙に不適合な点字カバー
が配布されている時点で，仕様の統一化が果たされていない，または，統一化さ
れていても，その基準に従っていないことが明らかである。また，点字カバーの
準備がされていないことは，選挙の実施，運営に関するマニュアルが不十分であ
るか，運営担当者への周知が徹底されていない可能性がある。
　便宜供与の1つとして代理投票があり，障害者の投票権の保障に寄与するが，
投票者の意思が実現されているか，秘密は守られているかの問題が生ずると評価
されている（Thongkhaw 2019, 155）。また，代理投票において，2018年下院
議員選挙法92条が代理して投票できる者として「他の者」と規定していること
について，この定義が曖昧であるとして，カナダ法を例に挙げて批判がされてい
る（Thongkhaw 2019, 155）。しかし，2018年下院議員選挙規則141条は，第
三者について，「親族」または「信頼できる者」としており，カナダ法とほとん
ど変わらない規定となっており，当該批判は当たらないと考えられる。
　代理投票の実効性の点では，代理者の権限が代理して符号を記入するまでにな
っており，投票用紙の投函が認められていないことが問題となる（Lilawapatana 

and Kowutikunrngsi 2021, 140）。そもそも，腕の障害により記入ができない場
合に代理投票を認めているのだから，当該人物は投函において困難が生じること
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は当然想定されるのに，それが代理人に認められないというのは問題である。
　代理投票に関連して，より深刻な問題と考えられるのは，視覚障害者による投
票にあたって，投票所職員が準備されていた視覚障害者用の投票用紙の使用方法
がわからなかったため，代理投票を当該視覚障害者に利用させたことである
（Thongkhaw 2019, 155）。この問題は，投票所職員向けの研修が徹底して行わ
れれば回避できることである。当該選挙を実施するための研修では，一般的な事
項についてのみだけであり，障害者対応に関する研修が行われていなかった
（Mimakbang 2021, 78）。運用者の能力向上という基本的な問題の重要性を窺わ
せる事件といえる。

3-3．投票日後
　最後に，投票日後についてであるが，投票結果情報へのアクセスを確保するた
めの方策について法律の定めがないことを指摘するとともに，障害者による投票
実績に関する統計資料がないことも問題であると指摘する（Thongkhaw 2019, 

155）。
　
3-4．考察

　ここでは，前節で検討した法令の問題点と合わせながら，2019年選挙におけ
る問題点を考察する。
　2019年選挙における障害者の政治的権利に関する問題点は，①法令に起因す
る問題点と②運用方法に起因する問題点に分けることができる。

　（1）法令に起因する問題

　2019年選挙において適用された2018年下院議員選挙法では，便宜供与に関
する規定が投票行為を規律する部分にあるため，法律の構造上，投票行為以外に
は及ばない問題がある。それゆえ，投票日以前および以後における便宜供与が法
律上要求されなくなっており，政見放送における手話通訳対応に関する規定や，
投票結果情報へのアクセスに関する規定の不在につながっている。障害者の選挙
情報に対するアクセスを確保するためには，便宜供与を投票日に限定する方法で
はなく，投票日以前，以後を含めた選挙期間中全体における便宜供与を保障する
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ような規定方法に変更する必要がある。
　2018年下院議員選挙法においては，投票日における障害者等への便宜供与が
92条により規定されているが，便宜供与の内容が不明確である。たとえば，
2018年選挙委員会規則においては，投票ブースの設置（52条2項）や投票所周
辺における便宜供与が規定されているが，両規定は，単に障害者等を「考慮する」
と規定しているのみで，具体的にどのようにするかが例示されておらず，どのよ
うに「考慮する」かが明らかになっていない。
　障害者等向けの中央投票所については，規定上，その設置が選挙委員会の裁量
となっているため，十分に設置されないという結果を招いてしまうおそれがある。
2019年の選挙においては，タイ全土で10カ所のみであったことからも，この懸
念は当たっている。障害者，高齢者の人数に絡めるなど，何らかの基準を設定す
るなどして，裁量に任せて設置するような規定の仕方は改めた方が，制度の実行
化を果たすことができると考えられる。
　投票日における便宜供与において，規定上明確になっているのが，代理投票に
ついてである。これは，代理投票が，投票における秘密・直接投票原則に反して
いないことを示す必要があるからと考えられる。しかしながら，2018年下院議
員選挙法93条に採用されている「ラストタッチの原則」により，代理人ができ
るのは代理記入までであり，投票用紙の代理投函までは認められていない。そも
そも，符号が投票用紙に記入できない程度の障害を有する者が利用する代理投票
において，最後の投函を本人が直接行わなければならないというのは，代理投票
を認めた意味を減殺させると考えられる。これは，投票者本人が最後に投函する
という作業を課すことにより，投票用紙差替等の投票操作を防止するという93
条の意図と，92条の代理投票の意図が衝突する事例であるが，両条が有する目
的の間での調整が図られていない事例といえる。秘密・直接投票の例外として代
理記入を認めた以上，それと軌を一にして代理投函が認められる方が障害者の投
票権の実質化につながると思われる。
　さらに，法令間における一貫性，統一性の問題を挙げることができる。代理投
票については，2016年国民投票法から採用されているが，2018年下院議員選
挙法の草案段階では，投票における便宜供与を定める規定のなかに明確に定めら
れていなかった（草案93条。Samnaknganlekathikansaphanitibanyathaengchat 
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2017, 81）。代理投票が明確化されたのは，議会における審議においてである。
また，同じ選挙に関係する法律である，2019年地方選挙法の草案では，代理投
函が認められている（草案81条。Samnaknganlekathikansaphanitibanyathaengc

hat 2018, 74）以上，代理投票が便宜供与と一部として想定されているが，明確
な規定は存在しない。2019年地方選挙法の草案が国家立法議会に提出された
のは，2018年9月25日であり（Samnaknganlekathikansaphanitibanyathaengchat 

2018, 2），2018年下院議員選挙法の公布日から約2週間後である。両法は並行
して作成されており，先行する2018年下院議員選挙法において代理投票の採用
を条文上明記して立法している。両法が選挙法という同一の立法である以上，同
一の規定方法が望ましいと思われる。代理投票の規定の方法から推察するに，政
府に明確かつ統一的な方針が存在していなかったことが疑われる。

　（2）運用に起因する問題

　期日前投票における点字カバーの問題や視覚障害者に代理投票を利用させた問
題は，運用上の問題といえる。これらの問題は，事前のチェックや研修により容
易に回避することができる事案であり，障害者の政治的権利の保障に対する関係
当局の認識不足を示している。
　法令上および運用上の問題から分析してきた結果，障害者権利委員会の勧告後
に実施された初めての選挙である2019年下院議員選挙において，障害者の政治
的権利の保障は，規定上進展はみられるが，外形のみで，その実質化に依然とし
て問題があるといえる。また，便宜供与に関する規定が政府草案段階においては
不十分なのが，議会での審議中に修正，変更されている点から，障害者の政治的
権利の伸張に対して，政府としてはあまり積極的ではないと評価できる。それゆ
え，障害者権利委員会の勧告に対する政府の対応としては，不十分であるといわ
ざるを得ない。
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おわりに

　2019年3月の下院議員選挙は，2014年5月に発生したクーデタ以降初めての
選挙であった。1957年のピブーン・ソンクラーム軍事政権下で実施された「史
上最も汚い選挙」と並ぶものと評されているが，障害者の政治的権利の観点から
みると，障害者が初めて下院議員として選出された選挙であり，また障害者の投
票権保障を考慮した施策が盛り込まれた法令にもとづいて実施された選挙でもあ
ることから，これまでにない選挙ともいえる。
　しかしながら，法令が基本原則を定めるだけで，具体的な方法や施行細則を定
めていないところや，運用者に制度内容が周知されておらず，実施できない事態
が発生するところは，タイが長らく抱える法令の執行面での問題が変わらず残っ
ているといえる。また，関係法令の間で，本来は統一される必要があるにもかか
わらず，それが実現されていない問題も残っている。さらに，障害者権利委員会
の勧告についても，その勧告に全面的に従っているとは言い難い状況である。
　こうした課題は残されるが，何もないところから比較すれば前進したことは明
らかである。その後の状況であるが，下院議員選挙については，2019年3月に
続く選挙が，2023年5月14日に実施された。選挙制度改革により，これまで1
枚であった投票用紙が，選挙区制と比例制の各1枚に変更されることになるに伴
い，下院議員選挙法も改正された。改正の際に「ラストタッチ」の原則を定めて
いた93条も改正の対象となった。代理投票を利用した場合の代理投函について，
2019年地方選挙法が定めているような，代理投函を明記する形式は採用されて
おらず，規定も非常に曖昧で，どちらとも解釈できるものであるが，実際の運用
では，投票所職員による代理投函が認められたようであり 4），この点は，改善さ
れたといえる。また，中央投票所の設置については，前回の10カ所から大幅に
増加して28カ所（12県）となった。しかしながら，バンコクでは障害者による
中央投票所での投票希望者がいないといった状況も確認できる（Samnakngankha

nakanmakanlueaktang 2023）。中央投票所が，障害者施設や高齢者施設に設置

4）タイ自立生活協議会理事のSupawat Samurpark氏の教示による。
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されている現状においては，当該施設の利用者以外の者による利用が進んでいな
いようであり，制度周知の不徹底の問題が窺われる。しかしながら，障害者の政
治的権利について，問題は抱えながらも，少しずつ改善しているといえる。
　2022年5月のバンコク都知事選挙で障害者問題が争点化したが，それを主導し，
当選したチャチャート都知事は，当選後，問題解決のためにいくつかの施策を実
行に移している。たとえば，バンコクに障害者政策推進委員会が設置され，同委
員会の作業の進捗状況について，2023年4月10日に都知事により会見が行われ
た（Matichon Online 2023）。健康，教育，経済，アクセシビリティ，行政の5
つの分野についての報告があり，たとえば，障害者が社会保障を受けられるよう
にするために，障害者のウェルビーイングの現状について調査したり，バンコク
都が所管する12の病院において，障害者向けのワンストップサービスを導入し
たり，SNS等を利用して，障害者の雇用に関する情報提供や質疑応答，申立てを
受けたりしている。この雇用については，バンコク都としても障害者を採用する
ために試験を実施し，200名以上の障害者が通過したが，実際に都として採用で
きるのは11名であるため，採用に関心のある機関に対して，試験通過者の情報
を提供するという，就職斡旋も計画している。バンコクにおける今後の進展が注
目される。
　選挙に関する近時の動向であるが，2023年5月には下院議員選挙が実施された。
そこでも，引き続き，各政党の選挙公約には，障害者に関するものが多数取り扱
われている。現在，どの政党による連立政権が樹立されるのかが注目を浴びてい
るが，新政権樹立後において，障害者に関する公約がいかに実行されるかについ
ても，注目していく必要がある。
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